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　本試算は、「新成長戦略」及び「財政運営戦略」の参考とし
て、３つの課題（経済成長、財政健全化、安心できる社会保
障制度の構築）の相互連関を明らかにする等の観点から、内
閣府が作成したものであり、閣議決定の対象となるものでは
ない。

経済財政の中長期試算

平成22年6月22日
内　　閣　　府



１．基本的考え方

２．経済シナリオ

３．財政想定

（税制）

　現行税制の継続を想定。

　試算は、マクロ経済（ＧＤＰ、物価等）、財政及び社会保障の相互連関を考慮した計量
モデル（「経済財政モデル（2010年度版）」（推計式と定義式からなる連立方程式体系））
を基礎としている。したがって、成長率、物価及び金利などはモデルから試算されるもの
であり、あらかじめ設定したものではない。
　なお、ここで示す展望は、種々の不確実性を伴うため相当な幅を持って理解される必
要がある。

　内需・外需の環境について、慎重な前提の下に試算した経済のシナリオ。

（２）成長戦略シナリオ

　平成22年1-3月期GDP速報、「内閣府年央試算」（平成22年6月22日）、平成22年度当初
予算等の足元の経済財政の動向を反映した上で、一定の想定を置き試算を行う。

（歳出）

　内需・外需の環境について、堅調に推移するとの前提の下に試算。「新成長戦略」（平成
22年6月18日閣議決定）で示された目標である名目３％、実質２％を上回る経済成長率を
達成する経済のシナリオ。

　マクロ経済については、以下の２つの経済シナリオを考えた。

（１）慎重シナリオ

　「財政運営戦略」（平成22年6月22日閣議決定）における中期財政フレームに沿っ
て、「基礎的財政収支対象経費」（国の一般会計歳出のうち、国債費及び決算不足補
てん繰戻しを除いたもの）を2011年度（平成23年度）から2013年度（平成25年度）にか
けて2010年度（平成22年度）の規模で横ばいと想定。
　その後の期間については、社会保障歳出は高齢化要因で増加、それ以外の一般歳
出は実質横ばい（物価上昇率並み増加）と想定。

A．試算の考え方

B．試算の方法

Ⅰ．中期財政フレームの下での経済・財政
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C．試算結果
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・

・

（１）「慎重シナリオ（社会保障歳出は高齢化要因で増加）」と目標との関係

・

・

・

,

 

（注）

なお、上記を実現するために必要な政策対応の大きさは、政策対応に伴う経済への影響があり得るた
め、必要な収支改善幅を若干上回ることが考えられる。

「財政健全化目標に沿った場合」については、モデルによる試算結果ではなく、「財政運営戦略」に掲げられた
財政健全化目標を示したものである。なお、図では金利と成長率が一致することを仮定している。

（「財政運営戦略」の目標）

残高（ストック）目標：国及び地方の長期債務残高も今年度末には対GDP比181％（うち普通国債、地
方債、交付税及び譲与税配付金特別会計借入金の合計である公債等残高は171％）に達している。
2021年度以降において、国・地方の公債等残高対GDP比を安定的に低下させる。

収支（フロー）目標：国・地方の基礎的財政収支赤字対GDP比を2015年度までに（2010年度の水準に
対し）半減、2020年度までに黒字化。2021年度以降も財政健全化努力を継続する。国についても同
様。

（必要な収支改善幅）

慎重シナリオにおける財政状況と財政健全化目標を比較し、どの程度の改善が必要かを検討。

「財政運営戦略」においては、以下のような財政健全化目標を掲げている。

必要な収支改善幅は、成長率が慎重シナリオに比べて高くなる場合にはより小さくなり、低くなる場合
にはより大きくなることに留意が必要。

「財政運営戦略」における国・地方の基礎的財政収支の目標を達成するために必要な収支改善幅は、
2015年度でGDP比１％ポイント程度、2020年度で４％ポイント程度。それ以降、公債等残高対GDP比
を安定的に低下させていくためには、成長率と金利の相対的関係にも依存するが、４％ポイントを上回
る収支改善幅が必要と見込まれる。

Ⅱ．「財政運営戦略」の目標の達成に必要な収支改善幅について
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（２）社会保障のサービス給付等を充実しその費用を国民が分担する政策パッケージを行う場合

・

（基礎的財政収支）

社会保障のサービス給付等を充実しその費用を国民が分担する政策パッケージを行う場合には、需
要が拡大し、税収の増加を通じ基礎的財政収支の改善につながることも期待される。
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社会保障のサービス給付等を充実しその費用を国民が分
担する政策パッケージを行う場合には、需要が拡大し、税
収の増加を通じ基礎的財政収支の改善につながることも
期待される。
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（１）慎重シナリオ
【マクロ経済の姿】 （％程度）、[対GDP比、％程度]、兆円程度

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

2015年度
（平成27年度）

2020年度
（平成32年度）

2023年度
（平成35年度）

潜在成長率 ( 0.6) ( 0.7) ( 0.8) ( 0.7) ( 0.7) ( 0.8) ( 1.0) ( 1.0)

実質成長率 (▲2.0) ( 2.6) ( 2.0) ( 1.8) ( 1.5) ( 1.1) ( 1.2) ( 1.1)

名目成長率 (▲3.7) ( 1.6) ( 1.7) ( 1.6) ( 1.6) ( 1.6) ( 1.9) ( 1.7)

名目ＧＤＰ 476.0 483.4 491.7 499.4 507.4 524.2 571.9 602.6

物価上昇率

消費者物価 (▲1.7) (▲0.4) ( 0.0) ( 0.5) ( 0.9) ( 1.1) ( 1.2) ( 1.2)

国内企業物価 (▲5.2) ( 0.7) ( 0.8) ( 0.1) ( 0.4) ( 0.6) ( 0.5) ( 0.6)

ＧＤＰデフレーター (▲1.7) (▲1.0) (▲0.3) (▲0.2) ( 0.1) ( 0.5) ( 0.7) ( 0.6)

完全失業率 ( 5.2) ( 4.8) ( 4.4) ( 4.2) ( 4.0) ( 3.7) ( 3.3) ( 3.1)

名目長期金利 ( 1.3) ( 1.6) ( 1.7) ( 1.8) ( 2.0) ( 2.2) ( 3.2) ( 3.7)

部門別収支

一般政府 [▲10.7] [▲9.1] [▲8.1] [▲7.9] [▲7.4] [▲7.2] [▲7.9] [▲8.9]

民間 [13.9] [12.7] [12.1] [12.2] [12.1] [11.9] [11.5] [11.9]

海外 [▲3.2] [▲3.7] [▲3.9] [▲4.3] [▲4.6] [▲4.7] [▲3.6] [▲3.0]

【国・地方の財政の姿】 [対GDP比、％程度]、兆円程度

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

2015年度
（平成27年度）

2020年度
（平成32年度）

2023年度
（平成35年度）

基礎的財政収支 ▲ 38.5 ▲ 30.8 ▲ 27.0 ▲ 25.3 ▲ 23.5 ▲ 21.8 ▲ 21.7 ▲ 22.1

　（対名目GDP比） [▲8.1] [▲6.4] [▲5.5] [▲5.1] [▲4.6] [▲4.2] [▲3.8] [▲3.7]

国 ▲ 43.4 ▲ 32.9 ▲ 30.0 ▲ 28.6 ▲ 26.6 ▲ 25.7 ▲ 26.4 ▲ 27.6

　（対名目GDP比） [▲9.1] [▲6.8] [▲6.1] [▲5.7] [▲5.2] [▲4.9] [▲4.6] [▲4.6]

地方 4.9 2.1 3.0 3.3 3.1 3.8 4.8 5.6

　（対名目GDP比） [1.0] [0.4] [0.6] [0.7] [0.6] [0.7] [0.8] [0.9]

財政収支 ▲ 48.6 ▲ 42.0 ▲ 38.2 ▲ 37.3 ▲ 36.6 ▲ 38.0 ▲ 49.4 ▲ 59.8

　（対名目GDP比） [▲10.2] [▲8.7] [▲7.8] [▲7.5] [▲7.2] [▲7.2] [▲8.6] [▲9.9]

国 ▲ 50.1 ▲ 40.6 ▲ 38.0 ▲ 37.2 ▲ 36.2 ▲ 37.8 ▲ 48.5 ▲ 58.4

　（対名目GDP比） [▲10.5] [▲8.4] [▲7.7] [▲7.5] [▲7.1] [▲7.2] [▲8.5] [▲9.7]

地方 1.5 ▲ 1.4 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.1 ▲ 0.9 ▲ 1.4

　（対名目GDP比） [0.3] [▲0.3] [▲0.0] [▲0.0] [▲0.1] [▲0.0] [▲0.1] [▲0.2]

公債等残高 782.2 827.1 868.9 909.4 949.8 1032.7 1277.7 1458.6

　（対名目GDP比） [164.3] [171.1] [176.7] [182.1] [187.2] [197.0] [223.4] [242.0]

【国の一般会計の姿】 兆円程度

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

2015年度
（平成27年度）

2020年度
（平成32年度）

2023年度
（平成35年度）

歳出 102.6 92.3 92.9 94.1 96.0 102.6 123.8 140.5

基礎的財政収支対象経費 83.3 70.9 70.9 70.9 70.9 73.3 80.3 85.0

国債費 19.3 20.6 22.0 23.2 25.1 29.2 43.5 55.5

税収等 49.1 48.0 43.7 46.1 48.1 51.4 57.8 61.3

税収 36.9 37.4 39.6 41.6 43.6 46.9 53.0 56.4

その他収入 12.2 10.6 4.1 4.5 4.5 4.6 4.8 4.9

歳出と税収等との差額 53.5 44.3 49.2 48.1 47.9 51.1 66.0 79.2

（注１）

（注２）

基礎的財政収支対象経費は、国の一般会計歳出のうち、国債費及び決算不足補てん繰戻しを除いたものであり、「財政運営戦略」に
基づくものである。

中期財政フレームにおいては、平成23年度の新規国債発行額について平成22年度予算の水準（約44兆円）を上回らないものとするよ
う全力をあげるとともに、平成25年度までについても抑制に全力をあげる旨規定されており、差額が新規国債発行額となることを意味
するものではない。

（参考）計数表
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（２）成長戦略シナリオ

【マクロ経済の姿】 （％程度）、[対GDP比、％程度]、兆円程度

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

2015年度
（平成27年度）

2020年度
（平成32年度）

2023年度
（平成35年度）

潜在成長率 ( 0.6) ( 0.7) ( 0.8) ( 1.0) ( 1.2) ( 1.7) ( 2.3) ( 2.4)

実質成長率 (▲2.0) ( 2.6) ( 2.0) ( 2.6) ( 2.4) ( 2.1) ( 2.3) ( 2.4)

名目成長率 (▲3.7) ( 1.6) ( 1.7) ( 2.9) ( 3.0) ( 3.4) ( 3.6) ( 3.6)

名目ＧＤＰ 476.0 483.4 491.7 505.8 521.2 556.0 661.2 735.6

物価上昇率

消費者物価 (▲1.7) (▲0.4) ( 0.0) ( 1.0) ( 1.4) ( 1.9) ( 1.9) ( 1.8)

国内企業物価 (▲5.2) ( 0.7) ( 0.8) ( 0.4) ( 0.8) ( 1.2) ( 1.1) ( 1.2)

ＧＤＰデフレーター (▲1.7) (▲1.0) (▲0.3) ( 0.2) ( 0.6) ( 1.3) ( 1.3) ( 1.2)

完全失業率 ( 5.2) ( 4.8) ( 4.4) ( 4.2) ( 3.9) ( 3.4) ( 3.1) ( 3.0)

名目長期金利 ( 1.3) ( 1.6) ( 1.7) ( 2.2) ( 2.4) ( 3.1) ( 4.6) ( 5.1)

部門別収支

一般政府 [▲10.7] [▲9.1] [▲8.1] [▲7.4] [▲6.5] [▲5.6] [▲5.9] [▲6.2]

民間 [13.9] [12.7] [12.1] [11.7] [11.1] [10.3] [8.7] [7.6]

海外 [▲3.2] [▲3.7] [▲3.9] [▲4.3] [▲4.6] [▲4.7] [▲2.7] [▲1.5]

【国・地方の財政の姿】 [対GDP比、％程度]、兆円程度

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

2015年度
（平成27年度）

2020年度
（平成32年度）

2023年度
（平成35年度）

基礎的財政収支 ▲ 38.5 ▲ 30.8 ▲ 27.0 ▲ 23.9 ▲ 19.9 ▲ 15.0 ▲ 13.7 ▲ 11.7

　（対名目GDP比） [▲8.1] [▲6.4] [▲5.5] [▲4.7] [▲3.8] [▲2.7] [▲2.1] [▲1.6]

国 ▲ 43.4 ▲ 32.9 ▲ 30.0 ▲ 27.2 ▲ 23.6 ▲ 20.6 ▲ 20.4 ▲ 19.6

　（対名目GDP比） [▲9.1] [▲6.8] [▲6.1] [▲5.4] [▲4.5] [▲3.7] [▲3.1] [▲2.7]

地方 4.9 2.1 3.0 3.3 3.7 5.5 6.7 7.9

　（対名目GDP比） [1.0] [0.4] [0.6] [0.7] [0.7] [1.0] [1.0] [1.1]

財政収支 ▲ 48.6 ▲ 42.0 ▲ 38.2 ▲ 36.0 ▲ 33.5 ▲ 33.4 ▲ 50.0 ▲ 62.1

　（対名目GDP比） [▲10.2] [▲8.7] [▲7.8] [▲7.1] [▲6.4] [▲6.0] [▲7.6] [▲8.4]

国 ▲ 50.1 ▲ 40.6 ▲ 38.0 ▲ 35.9 ▲ 33.5 ▲ 34.6 ▲ 50.0 ▲ 61.7

　（対名目GDP比） [▲10.5] [▲8.4] [▲7.7] [▲7.1] [▲6.4] [▲6.2] [▲7.6] [▲8.4]

地方 1.5 ▲ 1.4 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.0 1.2 0.1 ▲ 0.4

　（対名目GDP比） [0.3] [▲0.3] [▲0.0] [▲0.0] [0.0] [0.2] [0.0] [▲0.0]

公債等残高 782.2 827.1 868.9 908.7 947.0 1024.7 1270.7 1463.8

　（対名目GDP比） [164.3] [171.1] [176.7] [179.7] [181.7] [184.3] [192.2] [199.0]

【国の一般会計の姿】 兆円程度

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

2015年度
（平成27年度）

2020年度
（平成32年度）

2023年度
（平成35年度）

歳出 102.6 92.3 92.9 94.5 97.0 106.2 137.6 160.7

基礎的財政収支対象経費 83.3 70.9 70.9 70.9 70.9 73.9 84.0 90.7

国債費 19.3 20.6 22.0 23.5 26.0 32.3 53.6 70.0

税収等 49.1 48.0 43.7 47.5 51.1 57.2 67.7 75.3

税収 36.9 37.4 39.6 42.9 46.5 52.5 62.6 69.9

その他収入 12.2 10.6 4.1 4.5 4.6 4.7 5.1 5.4

歳出と税収等との差額 53.5 44.3 49.2 47.0 45.9 49.0 69.9 85.4

（注１）

（注２）

基礎的財政収支対象経費は、国の一般会計歳出のうち、国債費及び決算不足補てん繰戻しを除いたものであり、「財政運営戦略」に
基づくものである。

中期財政フレームにおいては、平成23年度の新規国債発行額について平成22年度予算の水準（約44兆円）を上回らないものとするよ
う全力をあげるとともに、平成25年度までについても抑制に全力をあげる旨規定されており、差額が新規国債発行額となることを意味
するものではない。
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（注）

１． 消費者物価指数は、総合（全国）である。

２． 部門別収支は、国民経済計算における純貸出（純借入）である。

３．

４．

５．

財政収支及び基礎的財政収支については、2005年度（平成17年度）は道路関係四公団の民営化
に伴う資産・負債承継の影響、2006年度（平成18年度）、2008年度（平成20年度）、2009年度（平
成21年度）及び2010年度（平成22年度）は財政投融資特別会計財政融資資金勘定（2006年度
（平成18年度）においては財政融資資金特別会計）から国債整理基金特別会計又は一般会計へ
の繰入れ等は特殊要因として控除している。

財政収支は国民経済計算における中央政府及び地方政府の純貸出（純借入）、基礎的財政収支
は財政収支から純利払い（利払いマイナス利子受け取り）を控除したものである。また、国・地方と
も一般会計（普通会計）以外に一部の特別会計等を含む。
　なお、交付税及び譲与税配付金特別会計（以下「交付税特会」という。）は国民経済計算上は国
に位置付けされるが、その負担分に応じて、償還費及び利払費を国と地方に分割して計上した。

公債等残高は、普通国債、地方債及び交付税特会借入金の合計である。なお、2007年度（平成
19年度）に一般会計に承継された交付税特会借入金（国負担分）に関しては、指標の連続性を維
持するために引き続き公債等残高に計上。
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　（１）慎重シナリオ

・

・

・

・

・

・

　（2）成長戦略シナリオ

上記1) との違いは以下の通り。

・

・

・

物価上昇率（日本からの輸出ウェイト（主要10ヵ国）を勘案した物価上昇率）

足元の低い水準（2009年度（平成21年度）：0.3％程度）で2010年度（平成22年度）まで推移した後、2020年度
（平成32年度）にかけて、過去の平均程度の1.1％程度(景気循環（第10循環から第14循環（1983年（昭和58
年）2月から2009年（平成21年）3月まで）を考慮した過去の平均）にまで徐々に回帰し、その後横ばい。

各性別年齢階層別労働参加率が足元の水準で横ばい。

 　② 労働力

 　③ 世界経済等

世界経済成長率（日本からの輸出ウェイト（主要10ヵ国）を勘案した実質成長率）

　① 全要素生産性（ＴＦＰ）上昇率

2020年度（平成32年度）にかけて1.9％程度（第10循環から第11循環（1983年（昭和58年）2月から1993年（平成
５年）10月）の平均）まで徐々に上昇し、その後横ばい。

  2009年度（平成21年度）から2011年度（平成23年度）までの経済成長率及び物価上昇率等は、平成22年1-3
月期GDP速報、「内閣府年央試算」等による。

IMFの世界経済見通し（2010年春）（中期シナリオ）に基づき、2012年度（平成24年度）以降、年率1.6～2.0％程
度で推移。

原油価格

2012年度（平成24年度）以降、上記物価上昇率と同率で推移。

為替レート

2012年度（平成24年度）以降、実質為替レートが、短期的には内外金利差の影響を受けつつ、長期的に一定
（物価上昇率格差を相殺するように変動）。

 　① 全要素生産性（ＴＦＰ）上昇率

2012年度（平成24年度）以降、IMFの世界経済見通し（2010年春）（中期シナリオ）をもとにした成長率を年率
0.8%程度下回る成長率で推移（年率4.3%～4.5%程度）。

2012年度（平成24年度）以降はIMFの世界経済見通し（2010年春）をもとに、年率5.1～5.3%程度で推移。

　② 労働力

労働市場改革を受け、女性、高齢者を中心に各性別年齢階層別労働参加率が上昇（例えば、30-34歳女性の
労働参加率は、2009年度（平成21年度）の67%程度から2023年度（平成35年度）の75%程度まで徐々に上昇）。

　③ 世界経済等

世界経済成長率（日本からの輸出ウェイト（主要10ヵ国）を勘案した実質成長率）

（付録）主要な前提
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